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論 文 内 容 要 旨

米生産調整政策の展開課程におけるとも補償の機能に関する研究

は じめ に

(1)研 究 の 目的

1969年 度 か ら試 験 的 に始 ま った米 の生 産 調整 政 策 は,そ の後 本 格 的 に実 施

され今 日に至 って い る,こ の 間,生 産 調整 目標 面積 は拡 大す る一方 で,生 産 調

整 を誘 導す る経 済 的 メ リッ トは減少 してきた.に もか かわ らず,目 標 を ほぼ100

%達 成 して きた のは,ペ ナル テ ィ措 置 とい った 国家 に よる強 制力 の他 に,い わ

ゆ る 「ム ラ規制 」 に リンクす る形 で仕組 まれた経 済 的調整 措 置 と して の 「とも

補償 」 が大 きな役 割 を果 た して きた か らで あった.

既往 の研 究 の多 くは,時 期 を限定 した事 例研 究 に終 始 してお り,「 とも補償 」

の機 能 に焦 点 を当 てて,30数 年 に及 ぶ生 産調 整 政:策を総 括 的 に分析 した研 究

は 見 られ な い.加 えて,「 新 た な米 政 策 改革 大 綱 」(以 下,新 大 綱)に も とつ

い て今 後 実 施 され る 「自主 的 ・選 択 的」 生産 調 整 の 下 で,「 とも補 償 」 が これ

ま で果 た して きた よ うな機 能 を発 揮 し うるか,発 揮す る とす れ ばそ の条件 は何

か につ い て分析 した研 究 は,皆 無 で あ る.

(2)研 究 の課 題

本研 究 では以 下の課題 につ い て分析 す る.

第 ユに,生 産 調整 政 策 の展 開過 程 に即 して,「 とも補 償 」 が どの よ うな機 能

を果 た して きた か を明 らか にす る.

第2に,新 大 綱 で示 され た 「自主 的 ・選 択 的 」 手法 の も とで,「 とも補 償」

が機 能 し うるの か,機 能 す る とすれ ばいか な る条件 が必要 か につ い て解 明す る.

第3に,以 上 の検 討 を踏 ま え,「 とも補 償」 の成 立条 件 に照 ら した 支援 策 に

つ いて提 案す る.

(3)論 文 の構成

本 論文 は 「は じめ に」以 下,全 体 を5章 で構 成 し,さ らに補 論 を付 け加 えた.

「第1章 米生 産調 整 政策 の展 開課 程 」で は,こ れ まで 展 開 され て きた米生

産調整 政 策 を4っ の 時期 に 区分 し,時 期 ご とにそ の特徴 を政策 論理 に焦 点 を当

て なが ら分析 した.そ の上で,生 産調 整 政策 が新 大綱 へ と抜 本的 に転 換せ ざる

を えなか った政 策 サイ ドの論理 につい て解 明 した.

「第2章 政策 展 開 に果 た した 「とも補償 」 の機 能 」で は,生 産 調 整政策 展

開 の 時期 ご とに,「 とも補償 」 が どの よ うな機 能 を果 た した か にっ い て,「 と

も補償 」 の 自然発 生段 階,政 策 支援 段 階,制 度 化段 階 に分 けてそれ ぞ れ検討 し

た.そ の上 で,「 とも補償 」 を類型 化 す る ととも に,そ の成 立条件 につ い て解

明 した.
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「第3章 「とも補償 」 の実 態分 析 」 では,第2章 で検討 した 「とも補償 」

の機 能 を水 田農 業 の現 地調 査 に よ り確認 す るた め に,自 然発 生段 階 の 「とも補

償」 の事 例 と して秋 田県皆瀬 村 を,政 策 支援 段 階 の 「とも補 償 」 の事 例 として

宮城 県米 山町及 び宮城 県 石巻 市 を,そ れぞ れ取 り上 げて検討 した.

「第4章 新 た な米 政 策 改革 大 綱 下 にお ける 「とも補償 」」 で は,新 大綱 の

狙 い と特 徴 につ い て概 観 し,そ れ に対す る農…家 の対応 につ いて,ア ンケー ト調

査結 果 に よ りなが ら検討 した.そ の結 果 を踏 ま え なが ら,新 大綱 の も とで 「と

も補償 」 が どの よ うな影 響 を受 け,・ま た どの よ うな形 で存 続 あるい は変 質す る

のか につ いて 検討 し,今 後 推 進 され る米 生産調 整 や永 田農 業構 造 改革 に果 た す

「とも補償 」 の役 割 にっ い て分 析 した.

「第5章 ま とめ」で は,以 上の検 討 内容 を総 括 し,新 大綱 で示 され た 「自

主 的 ・選 択 的 」 手法 の も とで,「 とも補償 」機 能 を発 揮 す るた め に,`必 要 な支

援 策 を含 めて検討 ・展 望 した,

「補 論」 で1ネ,新 大綱 で改 めて示 され た水 田農 業構 造 改革 路線 か ら展望 され

る助成 対象 を限定 した 「直 接支 払い 」の導入 に対 して示 唆 を与 えるた め に,2000

年 度 か ら実施 され て い る 中山間 地域等 直接 支払 制 度導 入 に対す る地域 の対 応 を

検 証 し,今 日実施 され て い る 「直接 支 払 い」 の果 た して い る役 割 と抱 える問題

点 にっい て考 察 した.

【研究結果の要約】

第1章 米生産 調 整政 策 の展 開課程

米 の生産 調整 政策 は,以 下 の4期 に分 け られ る.

第1期 が,需 給 ギ ャ ップ解 消 のた め,転 作対 応 のい か んに かか わ らず 助 成措

置 を講 じた 「緊 急避 難 的稲 作転 換期 」(1970～77年 度).第2期 が,麦 ・大豆

・飼 料 作物 等 の転 作 と稲 作 との収益 格 差 を是正 すべ く手 厚 い助 成措 置 を講 じ,

同時 に地 域 ぐるみ の転 作 へ加 算 措置 を講 じた 「水 田利 用 再編 期 」(78～86年

度)。 第3期 が,生 産 調 整 関連 予 算額 が大 幅 に削 られ,助 成 金 が基 本 額 か ら加

算 額 中心 の構造 に転 換 し,水 田営農 構 造 の改:革が重 視 され る よ うにな った 「水

田農業構 造 政策推 進 期 」(87～95年 度).第4期 が,食 糧 法 下 にお ける生産 調

整 目標 達成 のた め に 「とも補償 」 を制 度化 し,麦 ・大 豆 ・飼 料 作物 等 の本 作化

を 目指 した 「水 田農 業経 営確 立 期」(96～03年 度)で あ る.

以 上の よ うに生産 調 整政 策 は,単 な る米 の減 産 を 目的 と した緊急避 難 的 な も

のか ら,徐 々 に米 以外 の作 物へ の転 換,さ らには水 田農 業 の構 造改 革 の推進 を

重 視す る方 向へ と,そ の性 格 を変 えて きた.こ の過 程 で,助 成 対象 も,転 作定

着 や水 田農 業経 営 の確 立 に資す る取 り組 み に特化 す る よ うにな った.

た だ,こ うした一連 の取 り組 みは,あ くま で米需 給 の均衡 化 に向 けて生 産調
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整 目標 を達成 す るこ とが大 前提 で あ った.こ の た め,助 成 金 とい うアメや ペナ

ル テ ィ措 置 とい うムチ が併用 された.こ れ に生産 現場 で対応 す べ く 自然 発 生 的

に仕 組 まれ た のが,「 とも補償 」 で あ った.そ の後,「 とも補 償 」 は,生 産 調

整 政策 の展 開過程 で次第 に政 策 的な 支援 の対 象 とな り,最:後 は転作 助成 金 体系

に 「全 国 とも補償 」 と して組 み込 まれ,制 度化 され た.

第2章 政策展 開 に果 た した 「とも補償 」 の機能

「とも補 償 」 はそ の成 立時期 に よって,以 下 の3段 階 に分 け られ る.

第1段 階が 自然発 生 段 階の 「とも補償 」 で あ り,政 策 的 支援措 置 が なか った

時期 に生 じた 「とも補償 」 で あ る.こ れ は第1章 で述べ た 「緊急避 難 的 稲 作転

換期 」 と重 な る.第2段 階 が政 策支 援段 階 の 「と も補償 」 で ある.例 えば,計

画加 算,地 域 営農加 算 等 の支 援 措置 が な され た段階 で,こ れ は 「水 田利 用再 編

期」及 び 「水 田農 業構 造 政策推 進期 」に またが る.第3段 階 が制度 化 段 階の 「と

も補償 」 で あ り,「 とも補 償 」 が 生産 調整 政 策 に取 り込 まれ た探 階 で あ る.こ

れ は 「水 田農業経 営確 立期 」 に重 な る.

自然発 生段 階 の 「と も補償 」 は緊急 避難 的対応 だ った にせ よ 「一定 地域 内で

の合 意 形 成 」,「稲 作 ・転 作 問所 得 格 差 」,「相 互抹 助 的 社 会 シ ステ ム」 等 を背

景 に成 立 した.そ うした 「とも補償 」 が 政策 支援 段階 に入 り,助 成 措 置や ペナ

ル テ ィ措 置 も絡 み,広 範 に展 開す る よ うに なった.こ の時期 は ち ょ うど構 造改

革 路線 に重 なっ て い た こ と もあ り,「 と も補償 」 の実 施 は ま が りな りに も構 造

政 策 的 に 作用 した,ま た,「 と も補償 」 の範 囲 も拡太 す る傾 向が 見 られ,市 町

村 単位 の取 組 が 多 くな る.「 と も補償 」 の成 立 ・展 開 を支援 す る市 町村 や農 協

の役 割 も徐 々に増 して きた.

制度 化 段 階 に入 る と 「とも補 償」 実 施 の政策 目的が一 転 し,生 産 調整 目標 の

達 成 の一 手段 と して 「とも補償 」 が位 置 づ け られ,こ れ に伴 い,多 くの 「とも

補 償 」 が成 立 の運 び とな った.と はい え,「 全 国 とも補償 」 の登場 に よ って,

目標 達 成 のみ を 目指 した 「とも補償 」 の必 要性 は薄 れ,助 成 措置 に乗 せ られ て

実 施 され た 「場 当た り的」 な 「とも補 償」 の多 くは崩壊 の憂 き 目に あっ た.一

方 で,目 的意 識的 に地 域 で取 り組 まれ て きた 「とも補償 」は残 る傾 向に あ った.

その多 くは農 協 が推 進役 とな っ てお り,農 協(及 び市 町村)を 中心 と した 目的

意 識 的 にシ ステム化 され た 「とも補償 」 で あ った.

以 上 を ま とめ た も のが表 ユで あ る.こ の 図か ら示唆 され る こ とは,「 とも補

償 」とい って も様 々 な タイプ が あ るこ とで ある.自 然発 生段 階,政 策 支援段 階,

制 度化 段 階 それ ぞれ で 成 立条件 も 目的 も異 なって い る.差 異 が 生 じる要 因 と し

て は,助 成措置 等 の政 策的 関与 の有 無 が あ り,と りわけ助成 対象 として の 「と

も補償 」 実施 に構 造 改革 的性 格 が付 与 され てい るか否 かが 大 き く関 わ る.
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表1生 産調整政策と「とも補償」の関連性

1970

生産調整

政策

1978

緊急避難的

稲作転換期

19871996

水 田利用 水 田農業構造

再編期 政策推進期

19982003

水 田農業経営

確立期

主な狙い
轟

・米過剰解消 ・米過剰解消 ・米過剰解消

転 作推進 ・転作推進
・構造改革推進

・米過剰解消

・構造改革推進
・低自給率作物生産振興

「とも補償」 自然発生段階 政策支援段階 制度化段階

目賑 達成 0 0 oT一 一〇i

的隊作定着
1

△ 0 xIO

成立(継続)
条件

①地城内合意
形成

②稲作・転作間
所得格差
③相互扶助的

社会システム

①②③+④ 助成措置
す

①②③④1繕

政

{鵬 躰 的
i

成立数 点的存在 広範に普及 さらに普及 い まぼ半減

註:「目的」とは,各 段階において一般的に実施されていると考えられる「とも補償」の実:施目的で

ある.「○」「△」「×」は順に重視している度合いを示す.

出所:筆 者作成,

第3章 とも補償 の実 態 分析

皆 瀬村 の 自然発 生 段階 の 「とも補 償」 の事 例分 析 か らは,条 件 不利 地 域 とい

う いわ ば限界 地帯 にお け る個別 型 転作 にお ける 「とも補 償 」の役 割 が示 され た.

す なわ ち,耕 境 の後退 をス ムー ズ に押 し進 め る とい う点 で あ る.稲 作 に不 向 き

な耕 地 を転 作 地 にす る こ とで,稲 作 所得 の減少 をで き るだ け くい止 め る.そ れ

が集 落全 体 の利 益 にな る とい う考 え方 で あった.逆 に平揚 稲 作地 域 で あ る高 生

産力 地帯 で あ る米 μ」町,石 巻 市 の分析 か らは,様 々な 問題 を抱 えて いた にせ よ,

「とも補償 」 は単 な る 円滑 な生 産調整 の実施 だ けで はな く,転 作 田団地化 や担

い手 へ の転作 田集積 とい った役 割 を発 揮 してい た.以 上 を ま とめた ものが表2

で あ る.

三 っ の事例 に共 通 して いた の は,徐 々 に稲 作所 得 は下 が って い るにせ よ,未

だ に稲 作 所得 と転 作所 得 との問 に格 差 が存在 す る こ と,そ して 「とも補償 」 を

行政 な り農 協 な りが 主導 的 に取 り組 んでい た こ とで ある.皆 瀬 村 では行 政 が集

落 ぐるみ で の 「とも補 償 」 に対 して 助成 措置 を講 じてい た,米 山町,石 巻市 の

事例 で は 「とも補 償 」拠 出金 額 を高 めに設 定す るこ とで,余 剰 金 を生 み 出 し,

そ れ を生産調 整推 進 にかか る費 用 に充 て る とい った,地 域独 自の取 組 に 「とも

補償 」 を活用 してい た.既 存 の 「相:互扶 助 的社会 システ ム」 は 昔 に比 べれ ば弱
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表2各 地域の「とも補償」の取組

秋田県皆瀬村 宮城県米山町 宮城県石巻市

類型 自然発生段階 政策支援段階 政策支援段階

地域特性 山間条件不利地域 平地稲作地域 平地稲作地域

主な転作形態 個別転作 集団転作 集団転作

「とも補償」成立

時期
1970年 1979年 1978年

「とも補償」成立

契機
行政主導 行政主導 農協の働きかけ

「とも補償」の調

整範囲
集落内調整型 町内調整型 市内調整型

「とも補償」の機

能

・円滑な生産調整 ・円滑な生産調整 ・円滑な生産調整

・スムーズな耕境後退
・転作田団地化,担 い手への

利用集積

・転作田団地化,担い手への
利用集積

独自の取組

・「とも補償」へ の助成措置 ・国の「とも補償」助成金を転作

団地に交付

・「とも補償」基金から様々な用

途へ支出(～1995年)

・集落単位の目標達成への助

成措置
・「とも補償」拠出金と交付金の

差額を生産調整関連経費に

用

・「とも補償」拠出金と交付金の

差額を生産調整関連経費に

用(1996年 ～)

現状の問題点

・あくまで防衛的対応で転作定

着へ結びついていない
・かつてのプロックローテーション転

作への復帰が困難

・土地利用調整に伴う合意形

成が困難

・個別転作への意識が強い

出所:筆者作成.』

体化 して お り,「一 定 地域 内での合 意形 成」を促 す力 学 も弱 ま って い るにせ よ,

行 政 な り農 協 な りが 目的意 識 的 に 「とも補 償 」 に 関わ るこ とで,「 とも補償 」

の必要 性 は薄れ ず に,存 続 す る こ とが示 唆 され た.

第4章 新 た な米政 策改 革 大綱 下 に お ける 「とも補償 」

新大 綱 は 「納 得 の上 での生産 調整 へ の 自主 的参加 」を基本 的 内容 としてお り,

そ の も とで,水 田農 業構 造 改 革 を一 層進 め よ うと して い る.「 とも補 償 」 へ の

政 策 的関与 はな くな った もの の,構 造 改革 を推 進す るた め には地域 内で の合 意

形成 が不可 欠 で あ り,農 家 の集 団転 作 へ の意 向が 強い 状況 を踏 ま えて も',地 域

では 「とも補償 」 を再編 す る必 要 が あ った.新 大綱 下 にお い て米価 下 落が 防止

され る保 証 もな く,ま た転 作 定着 が未 だ達 成 され てい な い状況 にお いて,農 家

間 ・地 域 内で所 得格 差 を是 正 し,ス ムー ズ に水 田利 用合 理 化 を進 め る 「とも補

償 」 の必要性 は未 だ失 われ て いな い.

とはい え,自 然発 生 段 階 の 「とも補 償 」の成 立要 因が な くな りつつ ある今 日,

これ まで とは異 な った論 理 で 「とも補 償 」 を仕 組 む必要 が ある こ とが 示唆 され
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た.っ ま り,「 強 制力 」 か ら 「地 域 レベ ル の 自発 的 共生 力 」,「一 定 地域 内の合

意 形 成機 能 」 か ら 「ビジ ョン に基 づ くJA等 に よる説 得 機 能 」,「稲 作 ・転 作

間所得 格差 」 か ら 「複 合 的担 い 手の 育成や 一括 利 用権 設定 に よる所 得格 差 の緩

和 ・解 消 」,「相 互扶 助 的社 会 シス テ ム」 か ら 「機 能 的役 割 分 担 シス テ ム 」 と

い った よ うに,既 存 の 「とも補 償」 の成 立要 因 ・目的 の転換 を図 り,水 田農業

の構 造 改革 を誘 導 す るた め に,地 域 レベル の 「とも補償 」 を再編 し,活 用 す る

こ とが,今 後 に課せ られ た 課題 とな る.

第5章 ま とめ

本 章 で は,以 上 の分析 結果 に基づ いて,本 論 文 の課題 を明 らか に した.

(1)生 産 調整 政 策の展 開過 程 に お いて 「と も補償 」 が果 た して きた 機能

生 産調 整 政策 は,単 な る米 の減産 を 目的 と した緊 急避難 的 な ものか ら,徐 々

に米 以外 の作物 へ の転換,さ らには水 田農 業 の構 造 改革 の推 進 を重視 す る方 向

へ と,そ の性 格 を変 えて きた経 緯 が あ り,「 とも補償 」 は生 産 調整 政 策 が進 展

す るにつれ て 「自然 発 生段 階」 か ら 「政策 支援 段 階」 さ らに 「制 度化 段 階 」へ

と新 た な段 階 に移行 してい った.そ の過 程 で 「と も補 償 」 も単 な る生産 調整 実

施 の手段 か ら,転 作 田団地化,集 団転作 のた めに必 要 な ツー ル と して機 能す る

こ と とな り,目 的意識 的 に 「とも補償 」 を地域農 業 再編 の た めに活用 す る地 域

もで て きた.た だ し,「 制度 化 段 階」 にお け る 「全 国 とも補償 」 の登 揚 に よっ

て,目 標 達成 のみ を 目指 した 「とも補償 」 の必 要性 は薄 れ,助 成 措置 に乗 せ ら

れ て実施 され た 「揚 当 た り的」 な 「とも補償 」 の多 くは崩 壊 した.そ の中 で も

目的意 識 的 に システ ム化 され た 「とも補償 」が今 日まで 存続 してい る.

(2)「 とも補 償 」 が,新 大綱 に お け る 「自主 的 ・選 択 的」 手 法 の も とで機 能

しうる条 件

「とも補償 」 へ の政策 的 関与 が な くな った新大 綱 の も とで も,構 造 改 革 を推

進 す るた め に は地域 内で の合 意形 成 が不 可欠 で あ り,農 家 の集 団転 作 へ の意 向

が強 い状 況 を踏 ま えて も,地 域 で 「とも補償 」 を機 能 させ る必要 が あ った.そ

のた めには,今 ま で とは異 な った仕 掛 けに よる 「とも補償 」再 編 が必要 で あ り,

「強 制力 」 か ら 「地域 レベ ル の 自発 的共生 力」,「一 定地 域 内 の合 意形 成機 能 」

か ら 「ビジ ョンに基 づ くJA等 に よ る説 得 機 能 」,「稲 作 ・転 作 問所 得 格 差 」

か ら 「複 合 的 担 い手 の育 成や 一 括利 用 権設 定 に よる所 得格 差 の緩 和 ・解 消」,

「相 互扶 助 的社会 システ ム」 か ら 「機 能 的役 割分 担 シス テ ム」 とい った,い わ

ば,「 棲 み 分 け の論 理 」 に 立 ちな が らも水 田農 業構 造 改革 に 自主的 ・機 能 的 に

運 営 で き る 「と も補 償 」 が必 要 とされ る.「 とも補償 」 が機 能す るた め に いか

な る条件 が必 要 か とい えば,自 主 的参 加 が促 され る よ う,「 とも補償 」 を仕組

む側 が 「とも補償 」 の実施 根 拠 と参加 メ リッ トを明確 に打 ち 出す 必要 が あ る. .

「とも補償 」 を地域農 業 の ビジ ョンを達 成す るた めの戦 略 と して設 定 す る こ と

一25一



が重 要 で あ り,そ の ビジ ョンに依 って 立つ 地域 農業 の共通理 念 を明確化 す る こ

とが不 可欠 とな る.

(3)「 とも補償 」 の成 立条 件 に照 ら した支援 策

さ しあた り一 定 の面積 用件 を ク リア した 「とも補償 」 に よる転 作 団地 に水 田

農 業 構造 改革 加算 金(仮 称)を 設 け る とい った こ とが考 え られ る,国 家 の 「強

制 力 」 に代 わ って,自 発 的 な転 作団 地 の形成 を促 す経 済 的 なイ ンセ ンテ ィブが

必 要 だ と思 われ るか らで ある。加 えて,地 域 農業 を牽 引す るで あ ろ う農 協や 市

町村 行政 が,自 主的 に 「とも補償 」 を活 用 して水 田農 業構 造 改革 の推 進 力 を身

につ け る必要 が あ る.新 大綱 で示 された 産地 づ く り対 策等,農 協 や行 政 そ して

地 域 が その力:量を試 され る こ とにな るか らで あ る.

補 論

中山間地 域等 直接 支 払制 度 の実 態分析 に よれ ば,多 くの地域 で は,で き るだ

け多 くの農 家 が交付 金 を受 け取 れ る よ うな対応 を採 って いた.交 付 金 は集 落全

体 の利 益 に資す る 限 りで傾 斜 的 に配分 ・利 用 され,構 成 員 個 々 の 「私益 」,集

落 の 「共益 」 を考慮 した制度 運 用 とな ってい た.そ れ に よ り 「5年 間の農 地維

持 管理 」 とい う当初 の制 度 目的 は達 成 され る と考 え られ た が,薪 た な 「農 地 管

理 主体 」 を育成 ・新 規参 入 させ る とい った資金 運用 はほ とん ど見 られず,中 山

間 地域 の多 面的機 能 を持 続 的 ・長期 的 に維 持す る こ とがで き るか とい う点 で は

疑 問が残 った.

以上 の結 果 よ り,今 後 水 田農 業 にお い て助成 対象 を限定 した 「直 接 支払 い」

を実施 して も有 効 に機 能 しない こ とが示 唆 され た.本 論 で分 析 対象 に した 「と

も補 償 」 にせ よ,新 大綱 で示 され た 「産地 づ く り対 策」 にせ よ,地 域 内合意 形

成 のた め農 家 をで き るだ け多 く巻 き込 む こ とが 必要 で あ り,そ の た めに は,一

部農 家 のみ を助 成対 象 と した 「選別 」 的構造 政策 で は な く,全 て の農家 が な ん

らか の恩恵 を受 ける 「共 生 」的構 造 政策 を推 進せ ざるを えない か らで あ る,む

しろ,対 象 「行 為 」 を限 定 した り,「 結果 責任 」 を連 動 させ る 「直接 支払 い」

の方 が,遠 回 りとはい え構 造 改革推 進 には効果 的 で あ ろ う.

「直接 支払 い 」 も 「産 地づ く り対 策 」 も同 じ 「交付 金 」で あ り,そ の使 途 に

関 して は 自由裁 量 に任 され てい る部 分 が大 き く。長期 的視 野 に立 った運 用 が求

め られ る点 で は共 通 して い る.そ れ を可 能 とす るには,こ れ ま で地 域 で 目的意

識 的 に取 り組 ま れて きた 「とも補償 」 の推進 ・調 整役 として機 能 レて きた行 政

・農 協等 が
,将 来 ビジ ョンを示 しっ つ,国 に代 わ る内発 的 な 「強制 力」 を発 揮

しなが ら,地 域 をマネ ー ジ して い く こ とが必要 とな る.
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論 文 審 査 結 果 要 旨

本論文は,米 の生産調整問題について取 り上げ,こ れまでの生産調整の実施に大きな役割を果たし

てきた 「とも補償」の機能に焦点を当てて詳細に検討 ・分析 したものである。「とも補償」は,い わ

ゆる 「ムラ規制」にリンクする形で仕組まれた経済的調整措置であ り,農 家間 ・地域内での生産調整

目標面積の調整 ・達成に効果を発揮 してきた。「新たな米政策改革大綱」(新大綱)に もとついて2004

年度か ら実施 され る 「自主的 ・選択的」生産調整においても,「 とも捕償」の重要性はます ます高ま

ると思われる。

しかしながら,「とも補償」に視点を当てた生産調整問題の総括的・体系的研究は,既 往の研究では,

ほとん ど行われてこなかった。さらに,「 自主的 ・選択的」手法のもとで 「とも補償」がこれまで果

たしてきたような機能を発揮 しうるか,発 揮するとすればその条件は何かについて分析 した研究は,

皆無である。本論文は,米 生産調整問題研究の空白領域を埋める数少ない研究の一つであり,研 究成

果の概要は以下の通 りである。

第1に,生 産調整政策は,単 なる米の減産を目的 とした緊急避難的なものから,徐 々に米以外の作

物への転換,さ らには水田農業の構造改革の推進 を重視する方向へ と,そ の性格 を変えてきた経緯が

あり,「とも補償」は生産調整政策が進展するにつれて 「自然発生段階」か ら「政策支援段階」さらに 「制

度化段階」へ と新たな段階に移行 したことを明らかにした。

第2に,以 上の過程で,「一定地域内での合意形成」,「稲作 ・転作間所得格差」,「相互扶助的社会

システム」等を要因に成立 した 「とも補償」が,助 成措置やペナルティ措置,農 協 ・市町村の支援等

を背景に,広 範に展開するようにな り,単 なる生産調整実施の手段から,転 作 田団地化,集 団転作の

必要なツール として機能す ることとなったこと,し かし,「制度化段階」における 「全国とも補償」

の登場によって,目 標達成のみを目指 した 「場当た り的」な 「とも補償」の多 くが崩壊 し,目 的意識

的にシステム化された 「とも補償」が存続 していること,を 明 らかに した。

第3に,「 とも補償」への政策的関与がなくなった新大綱のもとでも,構 造改革を推進す るために

は地域内の土地利用調整をめぐる合意形成が不可欠なこと,農 家の集団転作への意向が相変わらず強

い ことなどから,今 後 とも自主的調整措置 として 「とも補償」を仕組まざるを得ないこと,を 明らか

にした。しか しそのためには,今 まで とは異なる 「とも補償」の仕組みが不可欠であるとして,「棲

み分けの論理」による 「とも補償」の新たな再編方向を掲示 した。

第4に,一 定の面積用件 をクリアした 「とも補償」による転作団地編成に対す る助成措置 「水田農

業構造改革加算金(仮 称)」 の設置の必要性や,地 域農業 を牽引するであろう農協や市町村行政が,

自主的に 「とも補償」 を活用して水田農業構造改革の推進力を身につける必要があること等,今 後留

意するべき政策課題を提案 した。

第5に,補 論における中山間地域等直接支払制度の実態分析を通 して,一 部農家のみを助成対象 と

する 「選別」的 「直接支払い」は機能せず,全 ての農家がなん らかの恩恵を受ける 「共生」的構造政

策を推進せざるをえないことを指摘 した。それを踏まえ,助成対象者を限定す るよりも,対象 「行為」

を限定 した り,「結果責任」を連動させる 「直接支払い」が,今 後構造改革を推進する上で有効に機

能する可能性が高いことが示唆された。

以上のように本論文は,「とも補償」の分析を通 じて,米生産調整政策の展開過程を総括的に検証 し,

その特徴 と問題点を明らかにし,今 後の米生産調整や水 田農業構造改:革の展開に対 して貴重な示唆を.

与えた。よって審査員一同は,本 論文の著者に対 して博士(農 学)の 学位を授与するに値するものと

判定 した。
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